
年 月 日

様

〒

㊞

私は、 を代理人と定め、下記権限を委任します。

委任事項

入札書及び見積書の提出に関すること。

請負契約の締結に関すること。

工事完成保証に関すること。

請負代金の請求及び受領に関すること。

共同企業体に関すること。

委任期間

自 年 月 日

至 年 月 日

代理人の役職氏名、住所等

㊞

注 代理人印が職印（丸印）でない場合、社印も押印してください。

注 委任状の様式は、一般的な要件を具備している場合は任意様式でも差し支えありませ

ん。

注 委任先を定めない場合は提出不要です。

委 任 状

令和

代表者役職氏名

１

郵 便 番 号

商 号 又 は 名 称

安達地方広域行政組合管理者

住所又は所在地

三保　恵一

令和

令和

２

(３)

(４)

(５)

(１)

(２)

所 在 地

営 業 所 名 称 等

３

３

１

２

代理人役職氏名



第１号の４様式（第９条関係）

技　　術　　者　　経　　歴　　書

（工事種別　　　　　　　　　　　　）

学 校 名 専攻学科 名 称 取得年月日 １級 受講 基幹 ２級 その他

　　年　　月

　　年　　月

　　年　　月

　　年　　月

　　年　　月

記載上の注意
　１　希望する工事種別ごとに作成してください。
　２　１人で数種の工事を兼ねる場合は、当該工事ごとに記載してください。
　３　「法令による免許等」欄は、希望する工事種別ごとに関連するもののみ記載してください。
　４　「実務経歴」欄は審査対象年度及びその前年（直前２年間）に当該技術者が従事した主な工事を営業年度ごとに３件程度以内で記載してください。
　５　様式にある記載事項を満たしている場合は、独自様式で提出しても差し支えありません。

技 術 者 区 分

　　　　　年　　　月 ～ 　　　　　年　　　月 

職 名 実 務 経 歴 経歴年月数

法 令 に よ る 免 許 等最 終 学 歴
年
齢

氏 名



第１号の５様式（第９条関係）

工　　　事　　　経　　　歴　　　書

工事場所のある

都 道 府 県 名 元 請 の 場 合 下 請 の 場 合

公 民

公 民

公 民

公 民

公 民

公 民

公 民

公 民

公 民

公 民

　　　　　年　　　月 ～ 　　　　　年　　　月 

公共・　

民間の別

請 負 代 金 の 額 （ 千 円 ）

（工事種別：　　　　　　　　　　　）

記載上の注意
　１　希望する工事種別ごとに区分し、別葉に作成してください。
　２　下請工事については、発注者名の欄に元請業者名を、工事名の欄に下請工事名を記載してください。
　３　営業年度終了日の直前２年の各営業年度における完成工事（工事進行基準を採っている場合は未完成工事含む。）について記載してください。
　４　工事種別ごとに完成工事高に係る集計表を添付してください。
　５　様式にある記載事項を満たしている場合は、独自様式で提出しても差し支えありません。

発注者名 工 事 名 着 工 年 月 完成(予定)年月



第１号の６様式（第９条関係）

完　　成　　工　　事　　高　　集　　計　　表

単位：千円

(1) 決　算　期（　　年　　月～　　　年　　月）

公共元請完成工事高 民間元請完成工事高 民間下請完成工事高 計

(2) 決　算　期（　　年　　月～　　　年　　月）

公共元請完成工事高 民間元請完成工事高 民間下請完成工事高 計

(3) 決　算　期（　　年　　月～　　年　　月） ※　３年平均を選択した場合のみ記載

公共元請完成工事高 民間元請完成工事高 民間下請完成工事高 計

（(1)＋(2)）×1／2　もしくは　（(1)＋(2)＋(3)）×1／3　　　　　※千円未満端数切り捨て

公共元請完成工事高 民間元請完成工事高 民間下請完成工事高 計

（工事種別　　　　　　　　　　　　）



第１号の７様式（第９条関係）

商号又は名称：

土 建 大 左 と 石 屋 電 管 タ 鋼 鉄 舗 浚 板 ガ 塗 防 内 機 熱 通 造 さ 具 水 消 清 解

主たる営業所
（本社等）

委任先営業所

記載上の注意事項
　１　委任先を設けない場合でも主たる営業所欄に必要事項を記載し提出してください。
  ２　営業所が委任先以外にも複数ある場合は委任先営業所のみで結構です。

営 業 所 に 配 置 す る 専 任 技 術 者 一 覧

役職名

許可を受けている建設業種

取得資格名称専任技術者名営 業 所 種 別


